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はじめに 
 

水道配水用ポリエチレン管は 1995 年から日本国内での採用が開始され、1997 年に日本

水道協会規格が制定されたことを契機に全国で普及が進み、2016 年度の布設延長は

3,500km を超え、総布設延長は 35,000km を超えています。厚生労働省による「平成 25

年度 管路の耐震化に関する検討報告書」では耐震管として区分されているほか、1995 年

の採用開始以降の地震被害調査結果によると地震動による被害は 1 件も発生していませ

ん。 

しかし、日本水道協会の水道施設耐震工法指針・解説（2009 年版）では「耐震計算法を

審議した総論専門委員会において検証していないので、関係業界から示された計算事例を

参考として記載した」と記述されており、管種選択において水道事業者に逡巡が見られる

ケースもあります。 

一方、都市ガスの分野では、直管部分の耐震性評価だけではなく、管路全体として耐震

性を評価しているほか、地盤変状に対する耐震性も評価しています。水道分野においても、

地盤と管路の境界に発生するすべりに関する研究、水道配水用ポリエチレン管の直管部分

だけではなく異形管やサドル付分水栓などの耐震性評価に関する研究が進み、評価も行わ

れています。 

 

そこで、配水用ポリエチレンパイプシステム協会（POLITEC）では、「水道配水用ポリ

エチレン管の耐震性評価検討委員会」を立ち上げ、これら研究成果とこれまでの地震被害

調査結果を踏まえて、水道配水用ポリエチレン管が異形管や給水分岐用のサドル付分水栓

も含めた管路全体として、レベル 2 地震動に十分に対応できる高い耐震性能を有すること

を明らかにするとともに、地盤変状に対する変形性能に関する検討を行い、直管だけでな

く突起部も含めた総合的な耐震設計の手引きの作成に取り組んで参りました。 

このたび、3 回にわたる委員会での審議や分科会等での議論を重ね、「水道配水用ポリエ

チレン管の耐震設計の手引き」を作成しました。 

 

第１章「総則」では、本手引き作成の目的、適用範囲、用語の定義を記載しています。 

第 2 章「過去の地震被害」では、1995 年兵庫県南部地震、2004 年新潟県中越地震、2007

年新潟県中越沖地震、2011 年東北地方太平洋沖地震、2014 年長野県神城断層地震、2016

年熊本地震の被害について、公表された文献に基づき、水道管の被害件数と被害の特徴を
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整理したほか、断層変位や液状化を受けた水道配水用ポリエチレン管の調査結果などを示

しています。 

第 3 章「水道配水用ポリエチレン管の性能」では、ひずみ回復性の確認試験、限界繰り

返し伸縮性能試験、レベル２地震動の再来を想定した繰り返し伸縮試験などを行い、改め

て水道配水用ポリエチレン管の性能を検証したところ、日本水道協会の水道配水用ポリエ

チレン管・継手に関する調査報告書に記載されている性能を十分に満足し、さらに高い耐

震性能を有していることが明らかになりました。 

第 4 章「水道配水用ポリエチレン管の耐震設計の基本方針」では、既往の研究や第 3 章

で行った試験結果などを踏まえ、耐震設計を行うに当たっての基本方針を示しています。 

第 5 章「水道配水用ポリエチレン管の耐震設計」では、地盤と管路の境界に発生するす

べりを考慮した耐震設計式の提案に先立ち、このすべりについて整理した上で、耐震設計

のフローチャートを示しています。また、フローに基づく耐震設計の結果に加え、参考と

してレベル２地震動で想定する最大速度応答スペクトルの 1.2 倍と 1.5 倍の速度応答スペ

クトルに対する検証結果も示しています。 

第 6 章「地盤変状に対する耐震設計」では、液状化による側方流動による地盤変位に対

する耐震性能を評価したほか、参考として地割れを想定した管軸方向の地盤変状、段差を

想定した管軸上下方向の地盤変状に関する検討事例を示しています。 

 

日本の水道は、人口減少時代を迎えた厳しい経営環境の中で、老朽管の更新と耐震化の

推進を進める必要に迫られています。水道関係者の皆様におかれましては、これらの課題

解決に向けて、本手引きをご活用いただきますようお願い申し上げる次第です。 

最後に、改めまして「水道配水用ポリエチレン管の耐震設計の手引き」の作成にご尽力

いただいた委員の皆様とご協力いただいた皆様に心より感謝申し上げます。 

 

 

 

 

平成 30 年 8 月 

 配水用ポリエチレンパイプシステム協会 
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第１章 総則 

 

本章では、手引き作成の目的、適用範囲、用語の定義を示します。 

 

1.1 目的 

本手引きは、異形管や給水分岐用のサドル付分水栓も含めた管路全体を対象として、水

道配水用ポリエチレン管のレベル 2 地震動に十分に対応できる耐震性能、地盤変状に対す

る変形性能を明らかにした上で、日本水道協会の耐震工法指針・解説(2009 年版)等を参考

にしつつ、管路と地盤の間に発生するすべりも考慮した耐震設計の式を提示するものです。 

 

1.2 適用範囲 

中小口径(200mm 以下)の水道管を対象に、地震による表層地盤の地震動に対する耐震性

の評価、地盤変状に対する水道配水用ポリエチレン管の変形性能の評価を行います。なお、

地震動に対する耐震性の評価対象とする水道管には、管路本体と継手に加え、管路と付属

設備の接合部も含みます。 
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第２章 過去の地震被害 

 

本章では、1995 年兵庫県南部地震、2004 年新潟県中越地震、2007 年新潟県中越沖地

震、2011 年東北地方太平洋沖地震、2014 年長野県神城断層地震、2016 年熊本地震の被害

について、公表された文献に基づき、水道管の被害件数と被害の特徴を整理しました。出

来る限り異形管や空気弁などの付属設備、サドル付分水栓などの突起部といった弱点にな

りやすい部位に発生した被害についても整理しています。 

 

2.1 管路被害の原因と考察 

調査対象 6 地震の中から代表的な 7 事業体（神戸市、芦屋市、西宮市、長岡市、柏崎市、

仙台市、熊本市）の被害形態別の集計は下表の通りです。 

 

地震名 都市名 
管路延長

(km) 

被害件数 

(件) 

被害形態 

被害率
管体 継手 設備

  
道路崩壊 不明 その他 水管橋 計 

(ｻﾄﾞﾙ他)

1995 年 

兵庫県 

南部地震 

神戸市 4,002  1,757  304  960 493 －   0     1,757  0.44 

芦屋市 185  362  105  179 65 －   13     362  1.96 

西宮市 966  824  209  488 127 －   0     824  0.85 

2004 年 

新潟県 

中越地震 

長岡市 1,084  328  72  195 － － 31  30   328  0.30 

2007 年 

新潟県 

中越沖地震 

柏崎市 949  549  174  279 31     9 56    549  0.58 

2011 年 

東北地方太

平洋沖地震 

仙台市 4,458  584  279  135 147 (42)    23    584  0.13 

2016 年 

熊本地震 
熊本市 3,414  457  29  218 143 (15)    16  51  457  0.13 

＊熊本市、仙台市は給水装置のサドル付分水栓被害を含む。 

 

被害の特徴としては、継手部とサドル付分水栓を含む付属設備に被害が集中しています。

これは地震による表層地盤の大きな揺れに対し、継手が追随できず漏水したことと、付属

設備に応力とひずみが集中し被害を受けたことが主な要因と考えられます。 

これまでの水道管の耐震性向上は管路本体と継手部に力点が置かれ、耐震設計において

は主に直管が対象とされてきました。また、震災時の管路被害調査においても、管路本体

や継手に加え、仕切弁などの付属設備は対象となりますが、サドル付分水栓を含む給水装

置引き込み部の調査は不足気味でした。しかし、管路の耐震性を総合的に評価するために

は、給水分岐設備であるサドル付分水栓の耐震性評価も重要です。 

調査 7 事業体の管路被害 

第２章　過去の地震被害
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今後は、サドル付分水栓の被害も調査対象に含め、配水システムとしての調査・分析が

望まれるとともに、耐震設計の分野においても、管路の突起部に相当するこれら付属設備

に関する耐震性の評価を確立していくことが重要だと考えます。 

 

2.2 断層変位を受けた水道配水用ポリエチレン管の調査結果と考察 

2014 年長野県神城断層地震において、地表地震断層（逆断層）が横断した箇所に、口径

75mm の水道配水用ポリエチレン管が埋設されており、最大で管軸水平方向（水平斜線幅）

に 300cm の変位、垂直方向に 70cm のずれ、水平方向に 30cm のずれ、管体に 3.2％のひ

ずみが発生したと試算されますが、地震から５カ月以上にわたり漏水はなく継続使用され

ていたほか、管体には塑性化などの異常は見られませんでした。 

さらに JWWA 規格に準拠した性能試験を行った結果、掘り上げ管の引張降伏応力、引

張破断ひずみ、長期クリープ性能、破壊水圧強さは新管と同じレベルであることを確認し

ました。また、撤去管の埋設状態における上下変位は 700mm でしたが、切取りから 21 分

後には 175mm、15 日後には 35mm まで復元しており、大きなひずみ回復が確認できまし

た。 

 

 
 

 

2.3 液状化被害を受けた下水道管と共同埋設された水道配水用ポリエチレン管の調査結果 

2007 年新潟県中越沖地震において、柏崎市西山町で下水道管と水道配水用ポリエチレ

ン管が同一断面に埋設されていた地域が多くありました。これら路線は砂で埋め戻してい

たため、マンホール隆起の被害が多く発生し、下水道管も浮上被害を受け通水できない状

態になっていましたが、同じ断面に埋設されていた水道配水用ポリエチレン管は通水を継

続していました。下水管と同位置に埋設されていた水道配水用ポリエチレン管の口径は

50mm～200mm、布設延長は 2.3km です。  

旧地表面に現われた変形 水道配水用ポリエチレン管に発生した縦ずれ変位

第
２
章
　
過
去
の
地
震
被
害

－5－



 
 

 

第３章 水道配水用ポリエチレン管の性能 

 

 本章では、耐震設計の式の提案に先立ち、各種の確認試験を行い、改めて水道配水用ポ

リエチレン管の性能を評価しました。 

 

3.1 材料性能 

3.1.1 引張降伏ひずみ 

 日本水道協会の「水道配水用ポリエチレン管・継手に関する調査報告書」では、水道

配水用ポリエチレン管の引張降伏ひずみは 7.8%～11%とされています。管体の引張試

験、試験片の引張・圧縮試験を行った結果、報告書に記載されている数値と整合が取れ

ることを確認しました。 

 

 
 

 

 

＊1 日本水道協会の「水道配水用ポリエチレン管・継手に関する調査報告書」に一部加筆修正  

＊2 ひずみは公称ひずみである 
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ひずみ速度：1.7%/s (引張速度：2.5cm/sec (12.5℃))

ひずみ速度：13.3%/s (引張速度： 20.0cm/sec(14.0℃))

ひずみ速度：26.7%/s (引張速度：40.0cm/sec(13.5℃))
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降伏点

ネッキング開始点

管体引張試験による応力-ひずみ線図（1.5m 直管） 

第３章　水道配水用ポリエチレン管の性能
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3.1.2 大きな変形を受けた管路の長期耐久性能 

地盤変状により水道配水用ポリエチレン管にひずみが生じた場合の長期耐久性能を確

認するため、水道配水用ポリエチレン管に 2.5%～10%のひずみを与えた状態で長期クリ

ープ試験を行った結果、新管同等の長期性能を有していることを確認しました。 

 
 

3.2 ひずみ回復性 

水道配水用ポリエチレン管に 1.0mm／min の速度で所定のひずみを与えてから除荷し、

ひずみ回復性を試験した結果、24 時間後に１％ひずみの場合は 0.03%程度、3%ひずみの

場合は 0.2%程度、6%ひずみの場合は 0.7%程度まで回復することを確認しました。 
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長期クリープ性能曲線と試験結果 

1

除荷後のひずみ回復曲線 
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3.3 地震動を想定した限界繰り返し伸縮性能 

口径 150mm、有効長 250mm の供試管に１Ｈｚの周波数で繰り返し伸縮(引張りと圧縮

の両振幅)を与え、ひずみと破壊回数の関係を調査した結果、10％ひずみの場合は 20 回超、

６％ひずみの場合は 80 回超、３％ひずみの場合は 600 回超の繰り返し伸縮に耐え得る性

能を有していることを確認しました。 

 

ひずみ 加振回数 

±3.0% 665 

±4.5% 225 

±6.0% 87 

±8.0% 40 

±10.0% 22 

 

3.4 レベル 2 地震動に対する特性 

3.4.1 高速繰返し伸縮性能 

前項では、限界性能を把握するために破断に至るまで試験を行いましたが、本項では、

地震動の継続時間の長い海溝型のレベル 2 地震動を想定し、周期 1 秒の極めて強い地震動

が 30 秒継続すると仮定して、実管による１Ｈｚの周波数で３～６％ひずみの 30 回の繰り

返し伸縮(引張りと圧縮の両振幅)試験を行いました。その結果、最大でも残留ひずみは２％

弱（６％ひずみの繰り返し試験）と、使用に支障をきたすような異常は認められず、耐震

性能を維持していることを確認しました。 
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 繰り返し伸縮試験による限界性能 

 6%繰り返し試験結果・写真 
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3.4.2 繰り返し伸縮試験後の性能 

 3.4.1 の試験後にＪＷＷＡ規格に準拠する引張試験を行った結果、ほぼ新管と同じ性能

を維持しており、レベル 2 地震動を受けた後も継続使用が可能なことを確認しました。 

 

ひずみ 
引張降伏強さ

（MPa） 
破断伸び（%） ＪＷＷＡ規格値 

0%（ひずみなし） 23.7 760 引張降伏強さ 

3% 23.8 757 20MPa 以上 

4.5% 23.8 747 引張破断伸び 

6% 23.6 742 350％以上 

 
3.5 レベル 2 地震動を繰り返し受けた場合の特性 

3.5.1 再度の繰り返し伸縮性能 

レベル 2 地震動の再来を想定し、3.4.1の高速繰り返し伸縮試験から 24 時間後に同じ管路

で同じ試験を行った結果、2 回目の繰り返し伸縮試験においても応力履歴曲線（ヒシテリシス

カーブ）に異常はみられませんでした。また、1 回目と 2 回目の試験において引張応力と圧縮

応力にも違いはみられず、レベル 2 地震動の再来に対しても耐震性能を保持していることを

確認しました。 

1 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 1 回目 2 回目 

引張側 圧縮側 引張側 圧縮側

1波 24.06 -26.73 23.94 -26.46

10 波 21.85 -24.06 21.51 -23.62

20 波 20.30 -22.40 19.94 -21.99

30 波 18.82 -20.76 18.49 -20.39

 繰り返し伸縮後の引張試験結果 

６％繰り返し伸縮試験結果（1 回目） 
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６％繰り返し伸縮試験時の最大・最小応力比較結果 

６％繰り返し伸縮試験結果（2 回目） 

単位：MPa
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3.5.2 再度の繰り返し伸縮試験後の性能 

3.5.1 の再度の繰り返し伸縮試験後に、ＪＷＷＡ規格に準拠する引張試験を行った結果、

ほぼ新管と同じ性能を維持しており、２回のレベル２地震動を経た後も継続使用が可能な

ことを確認しました。 

 

 

3.6 金属製設備（サドル付分水栓と継手）との複合構造の性能 

3.6.1 金属製サドル付分水栓に作用する荷重 

PTC  B  20（水道配水用ポリエチレン管サドル付分水栓）に準拠した管軸方向ずれ試

験により得られたすべり抵抗力は、耐震計算で算出したレベル 2 地震動によりサドル付分

水栓に作用する地盤反力ΔP と比較して大きい値であることを確認しました。 

 

口径 50mm×25mm 75mm×25mm 100mm×25mm 150mm×25mm 200mm×25mm

サドル付分水栓に

作用する力 ΔP 
0.9kN 1.2 kN 1.7kN 3.1kN 4.6kN 

水圧条件：MPa 0.02 0.75 0.02 0.75 0.02 0.75 0.02 0.75 0.02 0.75

すべり抵抗力：kN 5.5 8.1 9.0 9.2 9.5 9.3 10.8 15.4 27.6 48.0

分水栓に作用する力の根拠：モデル地盤Ⅱにおけるレベル 2 地震動時の最大相対変位量を算出し、こ

れをサドルの投影面積、地盤反力係数から鋳鉄製サドル付分水栓に作用

する力⊿P（＝ずれ試験における最大荷重）を算出した。 

 

3.6.2 金属製サドル付分水栓の止水性能 

PTC  B  20（水道配水用ポリエチレン管サドル付分水栓）に準拠した管ひずみ止水試

験を行った結果、最も厳しい条件である口径 75mm の被分岐管から 50mm を分岐穿孔し

た場合でも、水道配水用ポリエチレン管の地盤変状に対する許容ひずみ 6%でも漏水する

ことなく追従できることを確認しました。 

 

 口径 50mm×25mm 75mm×50mm 

水圧値 6% 漏水発生ひずみ(%) 6% 漏水発生ひずみ(%)

試験結果 
0.15MPa 漏水無し 13.4% 漏水無し 7.6% 

0.75MPa 漏水無し 12.6% 漏水無し 8.5% 

ひずみ 
引張降伏強さ 

（MPa） 
破断伸び（%） ＪＷＷＡ規格値 

0%（ひずみなし） 23.3 752 引張降伏強さ 

3% 23.1 765 20MPa 以上

4.5% 23.5 714 引張破断伸び 

6% 24.7 744 350％以上

管軸方向ずれ試験結果（分岐口径 25mm） 

管ひずみに対する金属製サドル付分水栓の止水性能試験結果 

再度の繰り返し伸縮後の引張試験結果 
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3.6.3 金属継手の止水性能 

金属継手の接続部が管体と同等以上の接合部強度を有するか、インコアの有無で接合部

の性能に差が生じるか否かを確認するため高速引張試験を行いました。その結果、インコ

アを設置すると 10%のひずみに対しても漏水することなく、管の破断や金属継手の抜けも

発生しない一方、インコアを設置しないと 2%前半のひずみで管にずれが生じはじめ、3%

程度から管の破断が生じることを確認しました。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

継手の 

種類 
口径 

供試体の状況 

メカニカル受口側 
EF 

接合側

インコ

ア有り 

50mm 10%引張（降伏点以上のひずみ）で、管の破断･抜けは無し。 
異常 

なし 

75mm 10%引張（降伏点以上のひずみ）で、管の破断･抜けは無し。 〃 

100mm 10%引張（降伏点以上のひずみ）で、管の破断･抜けは無し。 〃 

150mm 10%引張（降伏点以上のひずみ）で、管の破断･抜けは無し。 〃 

引張試験結果 

リングのズレは

ほとんど無し 

管固定部と抜け止めリングの状況（インコア有り） 
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第 4 章 水道配水用ポリエチレン管の耐震設計の基本方針 

 

 本章では、耐震設計に用いる設計地震動、水道配水用ポリエチレン管に求められる耐

震性能や照射規準、入力地震動など、耐震設計を行うに当たっての基本方針を示します。 

 

4.1 耐震性評価の考え方 

4.1.1 設計地震動 

設計地震動は、日本水道協会の水道施設耐震工法指針・解説（2009 年版）Ⅰ総論の「2.3

耐震設計の基本方針」に準じ、次の 2 段階とします。 

（1）レベル 1 地震動 

当該施設の設置地点において発生するものと想定される地震動のうち、当該施設の供用

期間中に発生する可能性の高いもの。 

（2）レベル 2 地震動 

当該施設の設置地点において発生すると想定される地震動のうち、最大規模の強さを有

するもの。 

 

4.1.2 水道配水用ポリエチレン管の耐震性評価 

水道配水用ポリエチレン管に求める耐震性能は、日本水道協会の水道施設耐震工法指

針・解説（2009 年版）の「2.3 耐震設計の基本方針」の分類に基づく重要な水道施設（ラ

ンク A1 施設）に求められる耐震性能とします。 

レベル 1 地震動に対しては耐震性能 1（ランク A1 施設に求められる耐震性能）を確保

し、レベル 2 地震動に対しては耐震性能 2（ランク A1 施設に求められる耐震性能）を確

保することとします。 

第 3 章を踏まえて、設計地震動と水道配水用ポリエチレン管の耐震性能を次頁の表に示

します。 

 

 

 

 

  

第４章　水道配水用ポリエチレン管の耐震設計の基本方針
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4.2 地震動に対する許容ひずみ 

 水道配水用ポリエチレン管は一体構造管路であり、耐震性の照査は地震応答解析により

行い、地震動と常時荷重により発生する管体ひずみの合計が、許容ひずみ以下であれば耐

震性があることになります。本章では各種実験結果や既往の研究成果などを踏まえ、レベ

ル 1・レベル 2 地震動に対する許容ひずみを設定しました。 

 レベル 1 地震動の許容ひずみは１％とします。理由は下記の通りです。 

継続時間の長い海溝型地震を想定した 50 回の繰り返し伸縮試験（両振幅）における破

断ひずみが 7.4%であること、3%～6%の 30 回の繰り返し伸縮試験（両振幅）で耐震性を

確保していること。 

レベル 2 地震動の許容ひずみは３％とします。理由は下記の通りです。 

日本水道協会の「水道配水用ポリエチレン管・継手に関する調査報告書」で±3%と認め

られていること、海溝型地震を想定した 11 回の繰り返し伸縮試験（両振幅）における破

断ひずみが 10%を超えていること、6%の繰り返し伸縮試験でも耐震性を確保しているこ

と。 

なお、次頁の表に示す通り、水道配水用ポリエチレン管は高い限界性能を有しており、

これらの許容ひずみは余裕を持った数値となっています。今後も実験データの蓄積と研究

を進め、より一層合理的な数値を設定することが可能だと考えられます。 

想定地震動 1） 
一体構造管路の

耐震性能 1） 

水道配水用ポリ

エチレン管の 

耐震性能 

水道配水用

ポリエチレ

ン管の 

照査基準 

レ
ベ
ル
１
地
震
動

当該施設の設置地点にお

いて発生するものと想定

される地震動のうち、当

該施設の供用期間中に発

生する可能性の高いもの 

力学的特性が弾

性域を超えない

限界の状態（耐

震性能 1）。 

地震によって健

全な機能を損な

わない状態（耐

震性能 1）。 

許容ひずみ

を 1.0%とす

る。 

レ
ベ
ル
２
地
震
動 

当該施設の設置地点にお

いて発生すると想定され

る地震動のうち、最大規

模の強さを有するもの 

部分的に塑性化

しても、漏水が

発生しない限界

の状態（耐震性

能 2）。 

地震によって機

能に重大な影響

を及ぼすことな

く、漏水しない

状態（耐震性能

2）。 

許容ひずみ

を 3.0%とす

る。 

設計地震動と水道配水用ポリエチレン管の耐震性能 
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＊  は実験データにひずみと繰り返し伸縮回数にそれぞれ安全率 2.0 を考慮した性能 

 

4.3 入力地震動 

4.3.1 入力地震動の考え方と解析方法 

本手引きでは中小口径の水道管の耐震性評価を目的としていることから、中小規模施設

で主流となっている設計速度応答スペクトルにより入力地震動を定めることを基本とし

ます。 

管路に対する耐震性評価は地震波動としては管軸に対して 45°の入射角を有するせん

断弾性波とします。 

地中埋設管路であることから、応答変位法による解析を基本とします。 

 

4.3.2 レベル 1 地震動 

レベル 1 地震動に対する速度応答スペクトルは水道施設耐震工法指針・解説（2009 年

版）の「Ⅲ静的解析に用いる設計地震動の設定」で示す速度応答スペクトルを用いること

とします。 

地表層下面から単位震度 1.0 を与えた場合の地表層上面の応答速度は、表層地盤の固有

周期に応じて求めることとします。 

繰り返し伸縮試験による限界性能（両振幅試験） 

y = 29.096x-0.349

y = 11.409x-0.349

0.1

1

10

10 100 1000 10000

ひ
ず
み
(
%)

加振回数(N)

実管による試験結果

回数,ひずみに安全率2を加味した場合

5020
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また、基盤面における設計地震動の水平震度 K’h1 は次式により算出します。 

K’h1 =0.15 

 

4.3.3 レベル 2 地震動 

レベル 2 地震動に対する速度応答スペクトルは水道施設耐震工法指針・解説（2009 年

版）の「Ⅲ静的解析に用いる設計地震動の設定」で示す非超過確率 90%の速度応答スペク

トルを用いることとします。 

 

   
 

 

＊日本水道協会 水道施設耐震工法指針・解説（2009 年版）より引用 

 

4.4 耐震設計における常時荷重の組み合わせ 

耐震設計における常時荷重の組み合わせとしては、これまでの設計の実績を踏まえて、

内圧、自動車荷重、温度変化、不同沈下による荷重を上乗せすることとします。 

 

  

1
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1000

0.1 1 10

震
度
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.
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り
の
速
度
応
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Sv
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地盤の固有周期 TG (s)

レベル1地震動

(0.5 ,80)

(0.25 ,57)

モデルⅣ モデルⅡ

モデルⅢ モデルⅠ

 設計用速度応答スペクトル 

（レベル 1 地震動) 
K’h1：基準面における設計水平震度（=0.15） 

設計用速度応答スペクトル 

（レベル 2 地震動) 

1
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速
度
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’

(
c
m
/
s
)

地盤の固有周期 TG (s)

レベル2地震動
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モデルⅡ
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第 5 章 水道配水用ポリエチレン管の耐震設計 

  

 本手引きでは、地盤と管路の境界に発生するすべりを考慮した耐震設計式を提案してい

ます。本章では、式の提示に先立ちすべりについて整理するとともに、式に用いる管表面

に作用するせん断応力の算出式、地盤の限界せん断応力(地盤拘束力)等の数値を示した上

で、耐震設計のフローとそれに基づく耐震設計の結果を示します。 

 

5.1 地盤と管路の境界に発生するすべりの考え方 

5.1.1 地盤と管路の境界に発生するすべり 

（1）すべり発生の判定 

 地震動が管軸方向に作用すると、地盤の振幅に応じて地盤と管の境界面にせん断応力が

発生します。このせん断応力が、地盤の限界せん断応力(地盤拘束力)以上であればすべり

が発生し、以下であればすべりが発生しないと判定します。 

なお、地盤の限界せん断応力はほぼ一定ですので、管表面に発生するせん断応力は管路

の剛性（弾性係数×管厚）とサドル付分水栓などのすべりの抵抗となる突起部に大きく支

配されることとなります。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

すべり発生判定のイメージ 

 

  

せん断力τG

地震時のせん断応力 τ
G
 ＜ 限界せん断応力 τ

cr 

すべりが発生しない 分岐部への応力集中が小さい 

すべらない

大地震発生 

せん断力τG 

給水分岐

配水管（剛性が小さい）

地震動 相対変位が小さい

すべりが発生しない場合 

すべり発生

大地震発生 

配水管（剛性が大きい）

地震動 相対変位大きい

地震時のせん断応力 τ
G
 ＞ 限界せん断応力 τ

cr 

すべりが発生 分岐部への応力集中が大きい 

すべりが発生する場合 

給水分岐 

第５章　水道配水用ポリエチレン管の耐震設計
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（2）相対変位とすべり 

地震動が管軸方向に作用すると、地盤と管路の境界に相対変位が発生し、相対変位量の

増加に伴い地盤の損傷が進み、地盤の限界せん断応力に達します。本手引きでは、この地

盤の限界せん断応力に対応する相対変位をすべり開始点とします。 

 

（3）すべり発生の有無と耐震性評価 

地盤と管路の境界におけるすべり発生の有無により、管路の耐震性評価が大きく異なり

ます。具体的には、すべりが発生すると直管部に発生するひずみは小さくなりますが、異

形管部やサドル付分水栓等の付属設備に発生するひずみが大きくなります。その一方で、

すべりが発生しない場合には直管に発生するひずみは大きくなりますが、異形管部やサド

ル付分水栓等の付属設備に発生するひずみは小さくなります。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

5.1.2 管表面に作用するせん断応力 

地震時に管表面に作用するせん断応力 τG は、次式により求めます 

GG tE
'L

  1
2

  

L’ ：見かけの波長（m） 

E ：管体の弾性係数（kN/m2） 

t ：管厚（m） 

α1：管軸方向の地盤変位伝達係数 

εG：地盤ひずみ 

  

 サドル付分水栓への応力集中 

応力集中 

管体伸び

地盤変位 

相対変位 
相対変位 

地盤変位 

応力集中
管体伸び 

Ｔ字管への応力集中 
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5.1.3 地盤の限界せん断応力(地盤拘束力) 

管軸方向の限界せん断応力は、中小口径の水道管に設置される給水分岐装置と水道配水

用ポリエチレン管に設置される融着継手を考慮し、口径にかかわらず地盤の限界せん断応

力をτcr =10kN/m2 、すべり開始の相対変位を Δcr =20mm とします。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

5.2 相対変位を考慮した管路の耐震性評価 

5.2.1 耐震性評価の対象 

水道配水用ポリエチレン管は管路の剛性が小さく、管路が地震動に追随するため一般的

には地盤と管路の境界にすべりは発生しませんが、すべり開始までには若干の相対変位が

発生します。そこで、本手引きでは、直管のほかに、T 字管、90°曲管、サドル付分水栓

および仕切弁などを耐震性評価の対象とします。 

 

5.2.2 地震動に対する耐震設計フロー 

本手引きで提案する水道配水用ポリエチレン管の耐震設計フローチャートは P19、P20

の通りです。 

 

 

 

 

 

  

0
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14
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せ
ん
断
応
力
τ

(k
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m
2 )

相対変位Δ（mm)Δcr

τcr=10kN/m2

k1

第2変位点

第1変位点

せん断応力-相対変位のトリリニアモデル 
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２．各部位の耐震計算（応答変位法）

Hi：i 層目の層厚(m)

Vsi：平均せん断弾性波速度(m/s) 

地盤モデルの設定 

表層地盤の固有周期 T
G
 

検討管種の諸言、配管モデル 

地盤ひずみε
G
 

START 

η：地盤不均一度係数

  （=1.0～2.0） 

地盤の水平変位振幅 U
h
 

(1) 常時荷重による管体ひずみε
c
 

(a) 

(b) 

１．計算条件 

(e) 

(f) 

(g) 

(h) 

地震波の波長 L 

(d) 

L1：表層地盤の波長(m) 
L2：基盤地盤の波長(m)  

(i) 

 1) レベル 1 地震動 2) レベル 2 地震動 

(c) 

(j) 

 1) レベル 1 地震動 

(2) 直管 ε
P
 

εP：合成ひずみ

εL：軸ひずみ 
   レベル 1 地震動の εL

2
には、重要度に応じて 

   重畳係数 1.0～3.12 を乗じることが望ましい。 
εB ： 曲げひずみ 
α0：すべりを考慮した管軸方向の地盤変位伝達係数 
α2：管軸直角方向の地盤変位伝達係数 

2) レベル 2 地震動 

1

10

100

1000

0.1 1 10

S v
(cm

/s)

TG (s)

(0.5 ,80)

(0.25 ,57)

 Ｓv 
1

10

100

1000

0.1 1 10

S v
’

(c
m

/s
)

TG (s)

(0.7 ,100)

 Ｓv’

 Ｔ
G
  Ｔ

G
 

対象地震動の速度応答スペクトル 

すべりが発生しない・・・地盤ひずみεG = 管体ひずみεP 

すべりが発生する ・・・地盤ひずみεG×すべり低減率 q＝管体ひずみ εP 

すべりの判定 

h'  ：地表面からの深さ(m) 
Sv  ：単位震度あたりの速度応答スペクトル(m/s) 
K'h1 ：基盤面における設計水平震度 

Sv' ：速度応答スペクトル(m/s) 
H  ：表層厚(m) 
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 水道配水用ポリエチレン管の耐震設計フローチャート 

管と地盤との最大相対変位 Δ 

(1)～(5)が許容値以下？ 

q*：相対変位に関するすべり係数 
Uh：地盤水平変位振幅(m) 
α1：地盤変位伝達係数  

すべりが発生しない・・・管が地盤に追随・・・相対変位量 Δ は、ゼロもしくは僅か 
すべりが発生する ・・・管と地盤がずれる･･･相対変位量 Δ は、大きい（最大で Uh） 

(3) 異形管 

a) 90°曲管 
εB：曲管に作用する最大ひずみ

βB：90°曲管の変換係数  
  

b) T 字管 
εT：T 字管に作用する最大ひずみ

βT：T 字管の変換係数  

(4) 給水分岐（サドル付分水栓） 

ΔP：サドル付分水栓に作用する荷重(kN) 

Af  ：サドル付分水栓の張出面積(m
2

) 
k ：地盤反力係数（kN/m

3

) 

すべりに伴い、給水分岐に作用する地盤反力 ΔP

３．耐震性の照査 

地盤反力 ΔP＜サドルのすべり抵抗力 
(1) 直管

(2)(3) 90°曲管、T字管 

(4) 給水分岐

地震動に対する許容ひずみ 

 ε
a
：3% （水道配水用ポリエチレン管）

Yes
再検討 

No

END

すべりの判定 

(l) 

(m) 

(n) 

(p) 

(5) 付属設備（仕切弁等） 

ΔP：仕切弁に作用する荷重(kN) 

Af   ：仕切弁の張出面積(m
2

) 
k  ：水平地盤反力係数（kN/m

3

) 

すべりに伴い、仕切弁に作用する地盤反力 ΔP

(o) 

(5) 仕切弁

地盤反力 ΔP＜接合部の引抜阻止力 

：水道施設耐震工法指針・解説を参考 

：高圧ガス導管耐震設計指針を参考 

：埋設実験結果に基づき、検討する項目 

：照査および判定 

(k) 
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5.3 耐震設計のフローに基づく耐震設計 

5.3.1 地盤モデルの設定と地盤の特性 

（1）地盤モデルの設定（a） 

本手引きでは、日本水道協会の水道施設耐震工法指針・解説（2009 年版）で示された

沖積層の構成について、最も軟弱な地盤（地盤モデルⅠ）から順次、良好な地盤を想定

し、4 つのモデルについて耐震計算を行います。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（2）各地盤モデルにおける固有周期(b)と地震波の波長(c) 

 耐震計算の各地盤モデルとそれぞれの地盤モデルにおける平均せん断波速度、固有周

期、波長、見かけの波長の計算結果は下表の通りです。 

 

 

モデル 

地盤条件 
平均せん断弾性波速度 固有周期

（b） 

波長 

（c） 

見かけ 

の波長 
L' 

各地層 平均 

Hi の組合せ 
Vsi VDS TG L1 L2 L 

（m/s） （m/s） （sec） VDS×TG VBS×TG （m） （m） 

モデルⅠ 
H1 25 71.5 

77.7 1.54 119.7 514.8 194.2 274.6 
H2 5 138.3 

モデルⅡ 
H1 10 71.5 

85.2 0.70 59.6 234.0 95.1 134.4 
H2 5 138.3 

モデルⅢ 
H1 5 71.5 

94.2 0.42 39.6 140.4 61.7 87.3 
H2 5 138.3 

モデルⅣ 
H1 0 71.5 

138.3 0.14 19.4 46.8 27.4 38.7 
H2 5 138.3 

  

各地盤モデルと固有周期 TG（b）、波長 L（c） 

軟弱地盤

良好地盤 

地盤モデルの構成 

h
 

h
’

G.L... 

表 層       沖積

    Ｎ値 

N=2

N=5

基盤層 

水道配水用ポリエチレン管 

洪積層・砂質 N=50 

（第 1 層） 
沖積層・砂質土 

（第 2 層） 
沖積層・粘性土 

第 1 層

H
1

表層厚 H

第 2 層

H
2

 

0

 

1

 

2

  

3

  

4

  

5

  

6

H2m

H1m
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5.3.2 対象地震動の設定(e） 

対象とする地震動は、日本水道協会の水道施設耐震工法指針・解説(2009 年版)で示さ

れたレベル 1 地震動、レベル 2 地震動の設計用速度応答スペクトルを用います（P14、15

参照）。 

 

5.3.3 地盤の水平変位振幅（d）および地盤ひずみ(f） 

各地盤モデルにおける、レベル 1 地震動とレベル 2地震動の水平変位振幅と地盤ひず

みの計算結果は下表の通りです。ここで、地盤不均一度係数は安全サイドの計算とする

ため、地盤にかかわらず一律に最も厳しい条件となるη=2.0（極めて不均一）として地

盤ひずみを計算します。 

 

 

地盤モデル 

レベル 1 地震動* レベル 2 地震動 
速度応答 

スペクトル 
Sv×Kh1 
（cm/s) 

水平変位 
振幅 
Uh 

（cm) 

地盤* 
ひずみ 
εG 
（%) 

速度応答 
スペクトル

Sv’ 
（cm/s) 

水平変位 
振幅 
Uh 

（cm) 

地盤 
ひずみ 
εG 
（%) 

Ⅰ 12 3.7 0.12 100 31.2 1.01 
Ⅱ 12 1.7 0.11 100 14.1 0.94 
Ⅲ 10.5 0.9 0.09 50 4.2 0.43 
Ⅳ 3 0.1 0.02 15 0.4 0.10 

  ＊レベル 1 地震動に関しては、基準面における設計水平震度は 0.15 を乗じる。 

  ＊地盤ひずみは地中埋設管路の中心深さにおけるひずみである。 

 

5.3.4 水道配水用ポリエチレン管の諸元（g） 

検討管種である水道配水用ポリエチレン管の寸法、基本的な材料物性などは下表の通り

です。 

 

口径 外径（D) 厚さ（t) 長さ 重量（kg/m） 規格 
50mm 63.0 5.8

5000 

1.08

JWWA K144 
75mm 90.0 8.2 2.17
100mm 125.0 11.4 4.20
150mm 180.0 16.4 8.67
200mm 250.0 22.7 16.69 PTC K 03 

 
 

試験項目 試験方法 単位 物性値 備考 
比重 JIS K7112 kg/m3 942-953 ISO 1183 

引張降伏強さ JISK 7161 MPa 20 以上

ISO 527-1 
破断点伸び  % 350 以上 
弾性率 E  MPa 1000

ポアソン比 ν - - 0.46
線膨張係数 JIS K7197 10-5/℃ 11-13 ASTM D 696

対象地震動ごとの水平変位振幅(d)、地盤ひずみ（η=2.0) 

管寸法 

材料物性

－22－



 
 

5.3.5 耐震設計の配管モデル(g） 

耐震設計の管路モデルは、水道配水用ポリエチレン管の一般的な配管を想定し、下図

のモデルとします。一般的な配管形態を想定し、５ｍごとに融着継手を用いて接合が行

われ、10ｍごとに給水分岐が設置されるとします。また、T字管や 90°曲管等の異形管

や仕切弁が適宜設置されることから、耐震計算の対象は、直管、異形管（T字管、90°曲

管）、給水分岐（サドル付分水栓）および仕切弁とします。 

また、土被りは最もすべりやすい条件（水道配水用ポリエチレン管の耐震設計におい

て最も厳しい条件）を想定し、道路構造令で認められている最小土被り 60ｃｍとします。 

評価対象の配管モデル 

a）直管－Case1 

b）曲管－Case2 

c）T 字管－Case3 

d）給水分岐（サドル付分水栓）－Case4 

e）仕切弁－Case5 

  ＊土被りは 60cmとする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

Ｔ字管 サドル付分水栓 仕切弁

90°曲管 

[a]平面図 

Ｔ字管 サドル付分水栓 仕切弁

90°曲管 

表層地盤 

[b]側面図 基盤

耐震計算管路モデル 
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5.3.6 常時荷重による管体ひずみ(ｈ) 

 設計対象とする常時荷重は、水道施設耐震工法指針・解説(2009 年版)に準拠し、①内

圧②自動車荷重③温度変化④不同沈下――として、これらの荷重によって管軸方向に発

生するひずみを算出した結果、0.54％～0.67％となりました。 

 

5.3.7 すべりの判定(i) 

 対象とする地震動、地盤モデル、口径ごとの管表面に作用するせん断応力は下表の通り

です。いずれも限界せん断応力の 10 kN/㎡を下回っており、地盤の良し悪しにかかわらず

レベル 2地震動においても水道配水用ポリエチレン管にはすべりが発生しないという結果

を得ました。 

 

 

         ＊τG が 10kN/m2を上回るとすべりが発生する 

5.3.8 管と地盤との最大相対変位量(l） 

管と地盤の境界に発生する最大相対変位は、レベル 1 地震動で 1.6ｍｍ、レベル 2 地震

動で 12.2ｍｍと算出されました。これに対して、水道配水量ポリエチレン管のすべり開

始変位は 20ｍｍであり、すべりに移行していない状態でした。ただ、異形管やサドル付

分水栓などには地盤反力が作用している状態です。 

 
 
 

対象地震動 地盤モデル 
口径 

50mm 75mm 100mm 150mm 200mm 

レベル 1 

地震動 

Ⅰ 0.2 0.3 0.4 0.6 0.8 
Ⅱ 0.4 0.6 0.8 1.1 1.5 
Ⅲ 0.5 0.7 0.9 1.2 1.6 
Ⅳ 0.2 0.2 0.3 0.4 0.4 

レベル 2 

地震動 

Ⅰ 1.8 2.5 3.5 5.0 6.9 
Ⅱ 3.3 4.7 6.4 9.1 12.2 
Ⅲ 2.3 3.2 4.3 5.9 7.8 
Ⅳ 0.9 1.2 1.5 1.9 2.2 

対象地震動 地盤モデル 
口径 

50mm 75mm 100mm 150mm 200mm 

レベル 1 

地震動 

Ⅰ 0.2 0.2 0.3 0.4 0.6 
Ⅱ 0.3 0.4 0.6 0.8 1.1 
Ⅲ 0.1 0.1 0.2 0.2 0.2 
Ⅳ 0.02 0.03 0.03 0.04 0.05 

レベル 2 

地震動 

Ⅰ 1.3 1.9 2.6 3.7 5.1 
Ⅱ 2.5 3.5 4.8 6.7 9.1 
Ⅲ 1.7 2.4 3.2 4.4 5.7 
Ⅳ 0.3 0.4 0.5 0.6 0.7 

水道配水用ポリエチレン管の管軸方向の最大せん断応力 τG一覧（すべりの判定） 

管と地盤との最大相対変位量Δ 

単位：kN/㎡

単位：mm 
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5.3.9 各部位の耐震計算結果 

（1）直管 （j）-Case1 

常時荷重を合算した計算の結果、直管に発生した最大ひずみは、レベル 1 地震動で

0.88％、レベル 2 地震動で 1.67％となり、いずれも水道配水用ポリエチレン管の許容ひ

ずみ(レベル１地震動：1.0％、レベル２地震動：3.0％)以下であり、十分な耐震性を有し

ていることを確認しました。 

 

口径 50mm 75mm 100mm 150mm 200mm 

常時荷重によるひずみ 0.67% 0.63% 0.60% 0.57% 0.54% 

レベル 2 地震動による

管体ひずみ εp 

地盤モデルⅠ 1.00% 1.00% 1.00% 0.99% 0.99% 

地盤モデルⅡ 0.91% 0.90% 0.89% 0.88% 0.85% 

地盤モデルⅢ 0.41% 0.40% 0.39% 0.37% 0.35% 

地盤モデルⅣ 0.06% 0.07% 0.08% 0.08% 0.08% 

常時荷重＋地震動（最大値）の合計ひずみ 1.67% 1.63% 1.60% 1.56% 1.53% 

レベル 2 地震動に対する許容ひずみ 3% 

判定 ○ ○ ○ ○ ○ 

 

（2）90°曲管 （m）-Case2 

90°曲管に発生した最大ひずみは、レベル 1地震動で 0.70％、レベル 2地震動で 0.81％

であり、いずれも水道配水用ポリエチレン管の許容ひずみ(レベル１地震動：1.0％、レベ

ル２地震動：3.0％)以下であり、十分な耐震性を有していることを確認しました。 

 

口径 50mm 75mm 100mm 150mm 200mm 

常時荷重によるひずみ 0.67% 0.63% 0.60% 0.57% 0.54% 

レベル 2 地震動 

管体ひずみεB 

地盤モデルⅠ 0.04% 0.04% 0.05% 0.07% 0.09% 

地盤モデルⅡ 0.14% 0.14% 0.17% 0.22% 0.26% 

地盤モデルⅢ 0.14% 0.13% 0.15% 0.18% 0.21% 

地盤モデルⅣ 0.11% 0.09% 0.09% 0.10% 0.10% 

常時荷重＋地震動（最大値）の合計ひずみ 0.81% 0.77% 0.77% 0.79% 0.80% 

レベル 2 地震動に対する許容ひずみ 3% 

判定 ○ ○ ○ ○ ○ 

 

  

レベル 2 地震動の計算結果（直管） 

レベル 2 地震動の計算結果（90°曲管） 

第
５
章
　
水
道
配
水
用
ポ
リ
エ
チ
レ
ン
管
の
耐
震
設
計

－25－



 
 

（3）T 字管 （m）-Case3 

T 字管に発生した最大ひずみは、レベル 1 地震動で 0.69％、レベル 2 地震動で 0.76％

であり、いずれも水道配水用ポリエチレン管の許容ひずみ（レベル１地震動：1.0％、レ

ベル２地震動：3.0％）以下であり、十分な耐震性を有していることを確認しました。 

 

口径 50mm 75mm 100mm 150mm 200mm 

常時荷重によるひずみ 0.67% 0.63% 0.60% 0.57% 0.54% 

レベル 2 地震動 

管体ひずみεT 

地盤モデルⅠ 0.03% 0.03% 0.04% 0.06% 0.07% 

地盤モデルⅡ 0.09% 0.11% 0.14% 0.17% 0.21% 

地盤モデルⅢ 0.08% 0.10% 0.12% 0.15% 0.18% 

地盤モデルⅣ 0.06% 0.07% 0.08% 0.08% 0.08% 

常時荷重＋地震動（最大値）の合計ひずみ 0.76% 0.74% 0.74% 0.74% 0.75% 

レベル 2 地震動に対する許容ひずみ 3% 

判定 ○ ○ ○ ○ ○ 

 

 

（4）給水分岐（サドル付分水栓）（n） -Case4 

給水分岐（サドル付分水栓）に作用する地盤反力は、レベル 1 地震動で最大 0.6kN、レ

ベル 2 地震動で最大 4.6kN となり、ＰＯＬＩＴＥＣ会員の実験により算出したサドル付

分水栓のすべり抵抗力（最小値）以下の値であり、十分な耐震性を有していることを確

認しました。 

 

 

＊ＰＯＬＩＴＥＣ会員の実験値（最小値）

口径 50mm 75mm 100mm 150mm 200mm 

サドル付分水栓の張出投影面積 Af （m2) 0.013 0.013 0.013 0.017 0.019 

レベル 2 地震動 

地盤反力 ΔP 
（kN) 

地盤モデルⅠ 0.5 0.7 0.9 1.7 2.6 

地盤モデルⅡ 0.9 1.2 1.7 3.1 4.6 

地盤モデルⅢ 0.6 0.8 1.1 2.0 2.9 

地盤モデルⅣ 0.2 0.3 0.4 0.6 0.8 

最大値 0.9 1.2 1.7 3.1 4.6 

サドル付分水栓のすべり抵抗力（kN)* 5.5 9.0 9.3 10.8 27.6 

判定 ○ ○ ○ ○ ○ 

レベル 2 地震動の計算結果（給水分岐） 

レベル 2 地震動の計算結果（T 字管） 
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（5）仕切弁（o）–Case5 

仕切弁に作用する地盤反力は、レベル 1 地震動で最大 3.6kN、レベル 2 地震動で最大

27.4kN となり、ＰＯＬＩＴＥＣ規格「ＰＴＣ Ｂ 22（水道配水用ポリエチレン挿し口

付ソフトシール仕切弁）」に定める管と仕切弁の接合部強度以下の値であり、十分な耐震

性を有していることを確認しました。 

 

口径 50mm 75mm 100mm 150mm 200mm 

仕切弁の張出投影面積 Af （m2) 0.037 0.048 0.057 0.084 0.112 

レベル 2 地震動 

地盤反力 ΔP 
（kN) 

地盤モデルⅠ 1.3 2.4 4.0 8.4 15.5 

地盤モデルⅡ 2.5 4.5 7.3 15.2 27.4 

地盤モデルⅢ 1.7 3.0 4.9 9.9 17.4 

地盤モデルⅣ 0.6 1.1 1.6 2.9 4.6 

最大値 2.5 4.5 7.3 15.2 27.4 

管と仕切弁の接合部強度（kN) * 22.0 44.4 85.8 178.7 341.4 

判定 ○ ○ ○ ○ ○ 

＊「PTC B 22」では、「接合部強度（引抜阻止力）が管の引張降伏強さ（引張降伏応力 20MPa×管断面

積）を上回ること」を定めている。 

 

5.3.10 耐震性評価のまとめ 

各種地盤における水道配水用ポリエチレン管の直管・異形管・給水分岐・仕切弁の耐

震性を検証した結果、水道配水用ポリエチレン管は管と地盤との境界ですべりが発生せ

ず、地震時の地盤ひずみを基本的には直管部で受け持つため、異形管や付属設備への応

力集中が少なく、管路全体としてレベル 1 およびレベル 2 地震動に対しても十分な耐震

性を有していることを確認しました。 

部位ごとに見ますと、直管、異形管（90°曲管、T 字管）に発生した最大ひずみは、レ

ベル１・レベル２地震動ともに水道配水用ポリエチレン管の許容ひずみ(レベル１地震動：

1.0％、レベル２地震動：3.0％)以下でした。 

給水分岐（サドル付分水栓）に作用する地盤反力は、ＰＯＬＩＴＥＣ会員の実験により

算出したサドル付分水栓のすべり抵抗力（最小値）以下の値、仕切弁に作用する地盤反力

は、ＰＯＬＩＴＥＣ規格に定める管と仕切弁の接合部強度以下の値であり、十分な耐震性

を有していることを確認しました。 

  

レベル 2 地震動の計算結果（仕切弁） 
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5.4【参考】速度応答スペクトル 100ｃｍ／ｓを上回る地震動に対する検証 

水道施設耐震工法指針・解説の「3.1.10 その他考慮すべき地盤変位等」では、過去の

埋設管路の被害状況を鑑みて、その他考慮すべき地盤変位の一つとして、断層近傍域に

おける高レベルの地盤変位・地盤ひずみが挙げられ、検討の必要性が述べられています。

また、本手引きの資料編 4.1「耐震性評価におけるレベル 2 設計地震動に関する調査」に

おいても、過去の強震記録を分析した結果、100ｃｍ／ｓを上回る記録が一部確認されて

います 

そこで、本手引きの耐震設計事例集では、参考計算として、レベル 2地震動で想定す

る最大速度応答スペクトル 100ｃｍ／ｓの 1.2 倍および 1.5 倍の速度応答スペクトルに対

しても、本手引きで用いた設計式が適用できると仮定し、耐震計算を行いました。 

 

 
 

 

（1）直管と異形管に発生する最大ひずみ 

最大速度応答スペクトルが 120ｃｍ／ｓと 150ｃｍ／ｓの地震動を想定した水道配水用

ポリエチレン管の耐震計算より、レベル 2 地震動を上回る地震動では口径 150ｍｍ以上、

かつ固有周期 0.7 秒付近の地盤（地盤モデルⅡ）ですべりが発生することが確認できまし

たが、すべり量が大きくないことから水道配水用ポリエチレン管では直管部に最大ひずみ

が発生し、異形管部に発生するひずみは直管部よりも少ないことが確認できました。 

1

10

100

1000

0.1 1 10

速
度

応
答

ス
ペ

ク
ト

ル
Sv
’

(
c
m
/
s
)

地盤の固有周期 TG (s)

レベル2地震動

レベル2地震動×1.2倍

レベル2地震動×1.5倍

(0.7,150)

(0.7,100)
(0.7,120)

モデルⅢモデルⅣ モデルⅠ

モデルⅡ

耐震計算に用いた設計用速度応答スペクトル 
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（2）直管に発生するひずみ 

常時荷重に対して発生するひずみは 0.643％～0.670％であり、これに 150ｃｍ／ｓの速

度応答スペクトルにより発生する最大ひずみ 1.51％を合算した最大ひずみは 2.18％と、

水道配水用ポリエチレン管の許容ひずみ 3％を下回っていました。 

 

（3）異形管などに発生するひずみ 

速度応答スペクトル 150ｃｍ／ｓによる相対変位が最大 50.9ｍｍ、地震動による最大発

生ひずみは 1.08％であり、常時荷重によるひずみを合算すると最大発生ひずみは 1.62％

と、水道配水用ポリエチレン管の許容ひずみ 3％を下回っていました。 

 

（4）サドル付分水栓と仕切弁取り付け部に発生する力 

金属製サドル付分水栓に作用する地盤反力は、120ｃｍ／ｓの速度応答スペクトルで最

大 7.4kN、150ｃｍ／ｓで最大 10.5kN であり、金属製サドルメーカー各社の試験結果から

算出したすべり抵抗力の最小値以下の値でした。 

仕切弁に作用する地盤反力は、120ｃｍ／ｓで最大 43.6kN、150ｃｍ／ｓで最大 62.1k

Ｎであり、ＰＯＬＩＴＥＣ規格で定める管と仕切弁の接合部強度以下の値でした。 

 

以上のことから、水道配水用ポリエチレン管はレベル 2 地震動で想定する最大速度応

答スペクトル 100ｃｍ／ｓの 1.2 倍および 1.5 倍の速度応答スペクトルに対しても、十分

な耐震性能を有しているという計算結果を得ました。 
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第 6 章 地盤変状に対する耐震設計 

 

本章では、液状化による側方流動による地盤変位に対する耐震性能を評価したほか、

参考として地割れを想定した管軸方向の地盤変状、段差を想定した管軸上下方向の地盤

変状に関する検討事例を示します。 

 

6.1 地盤変状に対する耐震設計の考え方 

地盤変状に対する耐震性評価は、日本水道協会の水道施設耐震工法指針・解説(2009 年

度版)のⅠ総論に示す液状化による側方流動などによる地盤変位（地盤ひずみ）に対して

行うほか、参考として地割れを想定した管軸方向の地盤変状、段差を想定した管軸上下

方向の地盤変状について検討事例を示します。 

水道配水用ポリエチレン管の地盤変状に対する許容ひずみは、既往の研究成果や本手

引きにおける実験の結果などを踏まえて６％とし、設計に用いる弾性係数は第 3 章に示

す応力―ひずみ線図（P6 参照）から求めることとします。 

許容ひずみを６％とする根拠は下記の通りです。 

日本水道協会の水道配水用ポリエチレン管・継手に関する調査報告書で引張試験にお

ける降伏ひずみが 7.8％～11％であると定めていること、（財）土木技術研究センターの

報告書で圧縮試験における降伏ひずみが引張試験と同様に約 8％～11％と認められるとと

もに、地割れや段差などの地盤変状に対する評価のひずみを降伏ひずみとしているこ

と、10％ひずみの繰り返し伸縮試験（両振幅）で 22 回の繰り返し伸縮に耐えられている

ことに加え、金属設備との複合構造の性能を総合的に評価していること。 

 

6.2 地盤の側方流動に対する耐震設計 

水道配水用ポリエチレン管の地盤変状に対する許容ひずみ６％に対して、日本水道協

会の水道施設耐震工法指針・解説(2009 年度版)のⅠ総論で記述されている地盤の側方流

動により発生する地盤ひずみは最大で 2％程度であり、水道配水用ポリエチレン管は地盤

変状により発生するひずみに対して十分に耐震性を保持していると評価できます。 

 

6.3【参考】管軸直角方向の地割れを想定した実験 

地震により埋設された水道配水用ポリエチレン管の軸方向に地割れが生じたケースを

想定し、最大地割れ幅 50ｃｍまでの地割れに対し、管体に発生するひずみとひずみの集

第６章　地盤変状に対する耐震設計
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中による塑性化などの異常発生の有無を確認した結果、管体に発生する最大ひずみは

3.2％であり、許容ひずみの６％に対して十分な余裕があることを確認しました。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

6.4【参考】土中埋設された管路の段差的地盤沈下の実験 

土中埋設された水道配水用ポリエチレン管の垂直方向に 50ｃｍの地盤沈下を与え、管

路に発生するひずみと異常発生の有無を確認し、管体の変形性能を評価しました。 

最大発生ひずみは段差沈下境界部から沈下側へ約 1ｍの位置に生じており、50ｃｍ沈下

時で 3.0％でした。また、沈下終了後に 2.5MPa の水圧を 2 分間負荷したところ、漏れな

どの異常なく、外観も塑性化の発生なども見られず、許容ひずみの 6％に対して十分な余

裕があることを確認しました。 
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